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開 会

○今井流通課長 それでは、定刻となりましたので、食料・農業・農村政策審議会第15回

総合食料分科会を開催したいと思います。

私、流通課長の今井でございます。

本日は中央卸売市場整備計画の変更（案）と、中央卸売市場開設区域の指定解除（案）

につきまして御審議いただきたいと思います。

委員の皆様の御出席の状況ですが、池田委員、八木委員、安部委員、加倉井委員が御欠

席ということでございますので、13名の委員の皆様に御出席をいただいております。審議

会令第９条の規定によりまして本分科会は成立しております。

続きまして資料の確認をさせていただきたいと思います。お手元に資料をお配りしてい

るかと思います。御確認をお願いいたします。

最初が議事次第でございます。それから、委員の皆様の名簿がついております。それか

、 （ ） 。ら 資料１－１といたしまして中央卸売市場整備計画の変更について 諮問 という資料

それから、資料１－２といたしまして横長の色刷りの１枚紙で、中央卸売市場の再編措置

の決定について。それから、資料２といたしまして中央卸売市場開設区域の指定解除につ

いて（諮問）という資料。それから、資料３といたしまして食品産業における環境自主行

動計画のフォローアップの実施についてという資料をお配りしております。御確認いただ

きたいと思います。

それから、参考資料といたしまして卸売市場法の抜粋、卸売市場整備基本方針の抜粋、

それから食料・農業・農村基本計画の抜粋と、その後ろに食料・農業・農村政策審議会関

係資料というものと、中央卸売市場整備計画の全文をおつけしてございます。足りない資

料がございましたら事務局にお申し出をお願いしたいと思います。

よろしいでしょうか。

それでは、以降の議事進行につきましては上原分科会長にお願いいたします。どうぞよ

ろしくお願いいたします。
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総合食料局長あいさつ

○上原分科会長 それでは、まず最初に総合食料局長から一言ごあいさつをお願いしたい

と思います。

○岡島総合食料局長 総合食料局長の岡島でございます。よろしくお願いいたします。

本日は雨の中、御多用中のところ御出席を賜りまして、厚く御礼申し上げます。

今、資料説明等もございましたとおり、本日は、まず１点目、中央卸売市場整備計画の

変更、それから開設区域の指定解除について御審議いただくということでございますし、

その他といたしまして、京都議定書の国際的な約束の達成に向けて、特に産業部門の業界

団体が策定いたしました環境自主行動計画につきまして、フォローアップされております

ので、これらにつきまして後ほど事務局から御報告をさせていただきます。委員の皆様に

おかれましては忌憚のない御助言、御意見を承りますことをお願いいたしまして、簡単で

はございますが、私のあいさつといたします。よろしくお願いいたします。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

中央卸売市場整備計画の変更（案）及び中央卸売市場開設区域の指定解除（案）

について

○上原分科会長 それでは審議に入ります。

まず、議事次第の３番目にあります中央卸売市場整備計画の変更（案）及び中央卸売市

場開設区域の指定解除（案）について、農林水産大臣から諮問されておりますので、まず

事務局から諮問文をお読みいただきたいと思います。よろしくお願いします。

○山下卸売市場室長 それでは諮問案件２件を朗読させていただきます。資料１－１と資

料２でございます。

まず資料１－１でございます。
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１８総合第４８０号

平成１８年６月２１日

食料・農業・農村政策審議会

会長 八木 宏典 殿

農林水産大臣 中川 昭一

中央卸売市場整備計画の変更について（諮問）

標記について、卸売市場法（昭和46年法律第35号）第５条第１項の規定に基づく中央卸

売市場整備計画について別紙のとおり変更したいので、同条第５項において準用する同条

第３項の規定に基づき、貴審議会の意見を求める。

別紙の案の内容は後ほど御説明させていただきます。

次に資料２でございます。

１８総合第４８１号

平成１８年６月２１日

食料・農業・農村政策審議会

会長 八木 宏典 殿

農林水産大臣 中川 昭一

中央卸売市場開設区域の指定解除について（諮問）

標記について、卸売市場法（昭和46年法律第35号）第７条第１項の規定に基づき、別紙

のとおり中央卸売市場開設区域の指定を解除したいので、同条第２項の規定に基づき、貴

審議会の意見を求める。

これにつきましても別紙の案の内容は後ほど御説明させていただきます。

なお、本日の諮問及び答申の手続につきましては、食料・農業・農村政策審議会議事規

則第９条第１項の規定によりまして総合食料分科会の議決は食料・農業・農村政策審議会
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の議決とみなすというふうにされております。以上でございます。

○上原分科会長 ありがとうございました。

では、今の２つの諮問内容につきまして事務局から御説明をお願いします。

○山下卸売市場室長 それでは、まず今回の中央卸売市場整備計画の変更について御説明

させていただきます。お手元の資料１－２ 「中央卸売市場の再編措置の決定について」、

というカラーの１枚紙の資料をごらんいただきたいと思います。

御案内のように、卸売市場法におきましては、農林水産大臣は卸売市場整備基本方針に

即して中央卸売市場整備計画を策定し、それに基づいて中央卸売市場の整備を推進するこ

ととされておりまして、具体的には中央卸売市場整備計画に即して補助が行われることに

なっております。

お手元の資料１－２の表題のすぐ下の黄色い四角をごらんいただきますと、近年の卸売

市場流通をめぐる状況につきましては、産地の大型化や量販店の拡大、冷蔵技術や道路網

の発達による生鮮食料品等の流通の広域化などにより、地方の中央卸売市場を中心に集荷

力が低下しており、流通の広域化などに即した卸売市場の適正な配置のあり方が重要とな

ってきているわけでございます。

このため、矢印の下の大きな四角にございますように、平成16年６月に行われました卸

売市場法の改正により、卸売市場の再編に配慮して基本方針を定めることとされまして、

改正された卸売市場法に基づき、平成16年９月の第９回総合食料分科会におきまして、第

８次卸売市場整備基本方針 案 について御審議いただき 御了承いただいて 平成16年10（ ） 、 、

月に第８次基本方針を策定して公表しております。その第８次基本方針の中で、中央卸売

市場の再編基準を設定しているところでございます。

さらに、平成17年３月の第10回総合食料分科会におきまして、第８次中央卸売市場整備

計画（案）について御審議いただき、御了承いただきまして、第８次基本方針に即して第

８次中央卸売市場整備計画を策定しております。その整備計画の中に再編対象市場を明記

しているところでございます。

また、その後、再編措置を検討していた対象市場の中に再編措置の内容を決定した市場

が出てまいりましたことから、平成17年10月の第13回総合食料分科会及び平成18年３月の

第14回総合食料分科会におきまして、中央卸売市場整備計画の一部変更について御審議い

ただき、御了承いただきまして、平成17年の11月と平成18年の４月に、それぞれ整備計画

を一部変更しているところでございます。
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現行の第８次整備計画では、お手元の資料１－２の左下の（現行）と書いた四角の中に

記載しておりますように、釧路市中央卸売市場など６市場について再編措置の内容を記載

しているところでございます。今回の整備計画の変更は、矢印の右側の（変更後）の四角

の中に記述しておりますように、先般、尼崎市中央卸売市場において、平成19年４月に地

方卸売市場へ転換を図ることを決定されましたことから、それを中央卸売市場整備計画に

記載するというものでございます。

また、尼崎市中央卸売市場が平成19年４月に地方卸売市場に転換を図ることから、その

際にこの市場名を「必要に応じ施設の改善を図ることができる中央卸売市場」の一覧表か

ら削除するというものでございます。

なお、平成17年３月に閣議決定されました食料・農業・農村基本計画におきまして、食

品流通については卸売市場の再編・合理化を引き続き推進することとされておりまして、

今回の整備計画の変更は卸売市場の再編・合理化の一環というわけでございます。

次に資料１－１の諮問の別紙としてつけております中央卸売市場整備計画の変更案とい

う資料をごらんいただきたいと思います。現行の第８次整備計画の別添１には 「運営の、

広域化、地方卸売市場への転換その他の再編措置への取組を推進することが必要と認めら

れる中央卸売市場及び取り組む再編措置の内容」を整理しておりまして、そこでは三重県

中央卸売市場において、水産物部について、平成19年４月に地方卸売市場への転換を図る

ことなどを記載し、尼崎市中央卸売市場などにつきましては再編措置の内容を「検討中」

とし 「遅くとも平成18年度末までに具体的な取組内容及び実施時期を決定するものとす、

る」とされているところでございます。

これにつきまして、資料の左側の変更案の欄をごらんいただきますとおわかりいただけ

ますように、今回新たに尼崎市中央卸売市場において平成19年４月に地方卸売市場へ転換

を図ることを決定されましたことから、その旨、整備計画に記載するというものでござい

ます。

なお、その他の再編措置に該当する中央卸売市場につきましては、各開設者において現

在、再編措置を鋭意検討中でございまして、遅くとも平成18年度末までに具体的な取組内

容及び実施時期を決定していただくこととしております。この別添１の変更は、尼崎市中

央卸売市場が平成19年４月１日の地方卸売市場への転換に向けて必要な手続を速やかに進

める必要がございますことから、本年７月１日付で行いたいと考えております。

さらにその次のページをごらんいただきますと、整備計画の別添３の新旧対照表が出て
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まいります。ここには「施設の改善を図ることが必要と認められる中央卸売市場、必要に

応じ施設の改善を図ることができる中央卸売市場及び改良、造成又は取得を必要とする施

設」を記述しておりまして、右側の現行の欄をごらんいただきますと、尼崎市中央卸売市

場に下線を引いております。尼崎市中央卸売市場につきましては、平成19年４月に地方卸

売市場に転換することとしておりまして、転換後は「中央卸売市場」ではなくなるため、

左側の変更案の方ではその市場名を一覧表から削除しているというものでございます。

この別添３の変更は、尼崎市中央卸売市場の地方卸売市場への転換が行われます平成19

年４月１日付で行うことを想定しております。また、関係地方公共団体からは、この変更

について異議がない旨の回答をいただいているところでございます。

引き続き開設区域の指定解除について御説明させていただきます。資料２の別紙につけ

てございます「中央卸売市場開設区域の指定解除」という資料をごらんいただきたいと思

います。

卸売市場法第７条第１項におきましては、農林水産大臣が中央卸売市場の開設区域を指

定するとされておりまして、また、開設区域を指定または変更しようとするときは、食料

・農業・農村政策審議会の意見を聞くというふうに規定されております。今回は平成19年

４月に地方卸売市場への転換を図る尼崎市中央卸売市場につきまして、開設区域を指定し

ておく意味がなくなりますことから、地方卸売市場への転換後に中央卸売市場の開設区域

の指定を解除するというものでございます。

尼崎市中央卸売市場についての指定区域の解除は、尼崎市中央卸売市場が地方卸売市場

へ転換いたします平成19年４月１日以降、速やかに行う予定でございます。また、関係地

方公共団体からは、この指定解除について異議がない旨の御回答をいただいております。

以上でございます。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

今の諮問内容の御説明について、質問、御意見等がありましたらお願いしたいと思いま

す。

内容から見て、お認めいただけますでしょうか。

それでは、お認めいただいたものと判断します。

それでは、ただいま諮問のありました中央卸売市場整備計画の変更（案）及び中央卸売

市場開設区域の指定解除（案）につきましては、当分科会としては妥当なものとしてお認

めしたいと思います。どうもありがとうございました。
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なお、答申の手続等については私にお任せいただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。

そ の 他

○上原分科会長 それでは、議事次第の４番目、その他といたしまして、先ほど総合食料

局長からありましたように、食品産業における環境自主行動計画に対する実績が、現在、

公表されておりますので、その概要について事務局から御報告をお願いします。よろしく

お願いします。

○枝元食品産業企画課長 御苦労さまでございます。食品産業企画課長の枝元でございま

す。資料３に基づき、食品産業におきます環境自主行動計画のフォローアップ結果につい

て御報告いたします。

環境自主行動計画でございますが、Ⅰの１にございますとおり、産業部門の各業界団体

が自主的に策定した計画であり、ＣＯ2 の排出抑制、再資源化率の向上等の数値目標を設

定して、それらを達成するための対策を定めているものでございます。

特に、ＣＯ2 につきましては京都議定書の国際的な約束、日本につきましては６％の温

室効果ガス削減でございますが、その達成に向けて、2005年４月に閣議決定された「京都

議定書目標達成計画」におきまして、本自主行動計画を「産業・エネルギー転換部門にお

ける対策の中心的役割を果たすもの」と位置づけ、関係審議会等におきます定期的なフォ

ローアップを求めているものでございます。農林水産省といたしましては、別表１に委員

名簿を添付しておりますが、環境自主行動計画フォローアップチームを設け、フォローア

ップを実施してきているところでございます。

2005年度にフォローアップを実施いたしました結果について、今回、御報告をするわけ

でございますが、昨年度まで、当分科会に御報告いたしましてから結果を公表しておりま

した。しかしながら、当分科会は重要な議題がある場合に開催されるということで、昨年

度は８月末、一昨年度は９月末ということで非常に公表が遅くなっておりました。本年度

につきましては、分科会長に御了解いただきまして４月に公表をさせていただいておりま

す。この点について御理解をお願いいたしますとともに、当然のことながら、本日いただ

きました御意見についてフォローアップチームにフィードバックいたしまして、より適切

なフォローアップを実施してまいりたいと考えております。
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それでは、フォローアップの実施状況でございますが、１ページのⅡの１の(1) でござ

います。2005年度は、日本ハム・ソーセージ工業協同組合が新たに自主行動計画を策定い

たしました。これにより計14の食品産業団体が計画を策定したところでございます。２ペ

ージに策定団体数の推移ということで表が載っているところでございます。

また、２ページ目の(2) でございますが、これら計画策定団体の数値目標の設定状況で

ございます 温室効果ガスの削減対策といたしまして 表－３にございますように ＣＯ2。 、 、

の総排出量で決めている団体が３団体、ＣＯ2 の排出原単位、もしくは原油に換算いたし

ましたエネルギー使用の原単位で決めている団体が９団体でございます。また、廃棄物対

策につきましては、表－４に載っているような形で指標をそれぞれ決めているところでご

ざいます。

３ページの(3) の公表の状況でございますが、自主行動計画を各団体のホームページで

公表しておりますのが８団体でございまして、2003年度より３団体増加しております。ホ

ームページで公表していない団体、また、ホームページそのものを持っていない団体につ

きましても、事務所に行けば見られるという状況ではございますが、もう少し適切な方法

がないのかということも話し合っているところでございます。

２が団体別の目標の達成状況でございます。(1) にございますとおり、2004年度は、原

、 、子力発電所の長期停止の影響が緩和されまして 電力排出係数がやや改善する状況の中で

燃料転換、省エネ機器の導入等の取り組みによりまして、ＣＯ2 の排出量の減少なり原単

位の改善が見られたところでございます。

ＣＯ2 の総排出量につきましては表－６に載っております。まず精糖工業会につきまし

ては前年比8.1 ％の減、また、基準年比でも23.8％の減ということで、既に2010年度の目

標を達成しております。残り２団体につきましては、前年度と比べ排出量が減少している

ものの、2010年度の目標と比較すると、上回って推移しているという状況でございます。

また、イが原単位で策定しております団体の状況でございまして、４ページの表－７に

団体別の動向が載っております。おおむね前年度と比較いたしますと改善が見られている

ところでございますが、2010年度の目標を達成しているのは、今のところ日本即席食品工

業協会のみということで、それ以外の団体につきましては2010年度の目標と比較すると、

上回って推移しているという状況でございます。

これらの状況を踏まえ、３がフォローアップチームにおいていただきました評価なり今

後の方針というものでございます。２段落目でございますが、産業部門全体に占めます食
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品製造業のＣＯ2 の排出割合は2003年度で3.2 ％ということで、そんなに大きいわけでは

ございませんが、目標の達成に向けて、個々の食品産業事業者の実効性ある削減策の実施

が重要だということ、それを取りまとめる業界団体による一層強力なリーダーシップの発

揮を期待するというような評価をいただいているところでございます。また、４ページの

一番下でございますが 「エネルギー使用の合理化に関する法律」の改正も踏まえ、環境、

自主行動計画におきましても民生なり運輸部門のＣＯ2やエネルギー削減の目標の策定と

、 。その着実な実施について 期待するといった御意見もいただいているところでございます

５ページになりますが、これが具体的な御提言でございまして、未策定業界に対する計

画策定の促進ということで、昨年度は日本ハム・ソーセージ工業協同組合に新たに策定し

ていただきましたが、食品産業の中で策定している14団体のカバー率自体は依然として４

割程度にとどまっているという状況になっております。このため、今後、エネルギー使用

量が多い、例えばパン製造業を初めとします未策定団体について策定を促し、カバー率を

高めていくことが重要であるということでございます。なお、日本パン工業会については

いろいろと働きかけ等も実施いたしまして、本年６月15日付けで策定いただいたところで

ございます。

(2) でございますが、ホームページによる公表が８団体にとどまっておりますので、公

表を促進すべきではないかということでございます。

あと、(3)着実な実施ということで、製造工程におきますエネルギー効率の改善、燃料

転換、コージェネレーションの導入等によりＣＯ2 の削減に向けた着実な実施を進めるべ

きだということがございます。また 「一方」ということで、従来、例えば家庭等の民生、

部門が排出していたＣＯ2 の一部を産業部門が肩がわりして排出しているのではないかと

いう御指摘や品質管理、安全性の向上、少量多品種生産等によりエネルギー消費が増大し

。 、 、ているという面も触れられております このようなことも含めて 一番下でございますが

消費者と連携した取り組みを進めていくことも重要ではないかということも御提言をいた

だいているところでございます。

別表１がフォローアップチームの委員の名簿でございます。あと、別表２に個別の団体

が具体的にどのような取り組みを行ったかということを取りまとめてございますが、ここ

は省略させていただきます。以上でございます。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

それでは、今の報告について御意見、御質問等がありましたらお願いしたいと思います
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が、いかがでしょうか。

どうぞ、飛田委員お願いします。

○飛田委員 御説明をお伺いいたしまして、着々と環境対応が進められているということ

で、大変うれしく思っております。ただ、まだ現状においてはカバー率が４割ということ

で、一層の推進を、私どもも以前よりお願いしてまいりましたところですので、御努力い

ただければと思っております。

それにつきまして２点ほどあるんですが、１つは、今回の御説明、燃料転換、コージェ

ネ等の導入、あと効率の改善なども含めておられますが、どちらかというと省エネを中心

、 、 、 、に据えておられる感がいたしましたが 省エネを進めていただくと同時に 昨今 創エネ

つくる方のエネルギーですが、小規模電源の機器類の規格等もできつつありますし、実現

段階に入りつつあるものを含めて、関係各方面で多様な努力が重ねられておりますので、

今後、創エネの視点もぜひお入れいただきたいということがございます。

それから、もう１点ですが、既に策定しておられる団体の中に含まれているとは思いま

すが、食品の包装容器についてですが、包装容器の削減の問題は従来から言われていると

おりだと思いますが、別の視点から見た場合に、そのもの自体が、例えば紙の材料の容器

包装の場合、バージンパルプを使うことも多々ございます。それから、木箱等の場合、木

材を使われているわけですね。木箱といえば、例えばおせち料理なども含まれてまいりま

すし、農水省さんの守備範囲と違うかもしれませんが、洋酒等の分野、日本酒等の分野も

含まれてくるのかもしれませんが、バージンパルプや木箱等を使う場合も、認証を受けた

森林から切り出してきたものを使っていただきたい。森林認証がございますので、違法伐

採のものが使われることのないような目配りも今後必要ではないかと考えております。

従来どおりリサイクル材料を使うということも大変重要だとは思っておりますが、食品

の包装の場合、特に材木等につきましては、紙パルプも同じことが言えるかもしれません

が、まだ安全性の面で、例えば有機リン系の農薬を使った材木が市場にリサイクル品とし

て出てくる場合も現状においてはありますから、そういう意味ではパルプ、材木等につい

ての新たな視点も加味していただければありがたいと思っております。

なお一層、まだ呼びかけに応じていらっしゃらない団体へのＰＲ活動等、私ども消費者

も御協力できるところはさせていただきたいと思いますので、推進していただければあり

がたいと思っております。以上でございます。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。
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生源寺委員、先ほど早く帰ると聞いたので、何かございませんでしょうか。

よろしいでしょうか。

ほかに御質問、御意見等ありましたら。

長谷川委員お願いいたします。

委員からの質問・意見等について、後でまとめて事務局から情報をお願いしたいと思い

ます。

○長谷川委員 基本的な質問で申しわけないんですが、排出量に対するカバー率が４割と

いうことですが、業界団体14団体で、母数はどのぐらいあるんでしょうか。今、働きかけ

をというお話がございましたが、母数を教えていただきたいと思います。

○上原分科会長 それを先にお願いしたいと思います。

○枝元食品産業企画課長 団体という目で見ますとものすごくたくさんございます。当然

ながら企業がいろいろな団体に入っておりますので、団体というとらえ方はしてございま

せんが、いわゆる業種という観点で見ますと45業種、食品製造の中にございます。そのう

ち、現在12の食品製造業の代表的な団体が策定しており、それ以外に外食の関係と流通の

関係が１団体ずつということでございます。

また、その業種の中で代表的な団体に策定していただいておりますが、それがすべての

企業をカバーしているかと言われると、そうでもないということでございます。中小企業

が非常に多い中で、比較的大きな企業からなる団体に策定していただき、リーダーシップ

を発揮していただいているという形なっております。

飛田委員の最初の御質問とも若干関連いたしますが、先ほど申し上げたとおり、ＣＯ2

、 。 、排出量が多いと思われるパン製造業につきまして ６月15日に策定いただきました あと

コーンスターチ関係の団体も策定に向けて検討いただいていると聞いております。私ども

といたしましては各業種を代表する団体に働きかけておりますが、特に排出量が多い団体

は徐々に少なくなってきておりますが、今後とも、排出量の多い方の団体からお願いをし

て、策定に向けて努力していきたいと考えているところでございます。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

よろしいでしょうか。

どうぞ、お願いします。

○長谷川委員 今お隣の並木さんと、おっしゃるように中小の事業者の方が多いと思うの

で、なかなかそこら辺の取り組みは難しいねというお話をしていたんですが、業界としま
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しても環境の重要性は十分認識されているとは思うんですが、専門性の高いところですの

で、コンサルテーションが非常に難しいだろうなと思うんですね。農水省としてフォロー

アップチームというのをお作りいただいて、フォローアップをしているんだろうと思うの

ですが、中身がわからないので、やっていらっしゃったらよろしいんですが、食品製造に

関する環境対応のコンサルテーションみたいなものの後押しをもう少し積極的にやってい

ただけたらうれしいな。フォローアップチームの方で専門性の高い委員の方々がやってい

らっしゃるのであれば、やっているというお答えで結構なんですが。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

今の件について、事務局からどうぞ。

○枝元食品産業企画課長 十分なお答えになるかどうかわかりませんが、フォローアップ

チームの方で、当然ながら、私どもが御説明するだけではなくて、各団体の方々に来てい

ただいて専門的な面も含めて議論をしているところでございます。先ほど飛田委員から御

、 、提案があった創エネ的な観点というのは 正直なところ今回余り出ておりませんでしたが

、 、そういうことも含めて 団体が各企業にどう普及していくかというのが非常に重要ですし

また、団体に対する働きかけについては、例えば、事務局が小人数のところもあり、対応

が難しいという面もありますので、私どもの方では策定マニュアルを作って各団体にお流

ししております。

そういうのだけが後押しかどうかというのは別といたしまして、努力してまいりたいと

思っております。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

ほかに、御意見、御質問等がありましたらお願いしたいと思うんですが、いかがでしょ

うか。

飛田委員お願いします。

○飛田委員 先ほどのにちょっと補足させていただきたいんですが、消費者も喜んでとい

うことでございますが、具体的に、環境対応をしっかりしていらっしゃることがホームペ

ージ等で明らかにされるというところもぼつぼつ出てきているようですが、私どもが日ご

ろよく目にいたしますのは、例えばこれはリサイクル用紙でつくった容器ですとか、ある

いは、先ほど申しました森林認証の木材でつくられているということを表示されているお

菓子の業界の方なんかもあったりいたしますが、どんどん表示していただければありがた

いと思います。一生懸命やっていらっしゃるところを、私たちは、社会に対する視野を広
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くした活動を行っていらっしゃるということで、商品を選択する際の目安にさせていただ

きたいと思っております。

とにかく、食品関係はまずは予防原則に立って安全なものをお使いいただくということ

が一番望ましいことでございますが、第２に社会に向けて、地球人としての活動をどのよ

うにしておられるかということは大変大きな、利用させていただくかどうかの目安になる

指標だと思っておりますので、ぜひ表示に向けても工夫をしていただければありがたいと

思います。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

ほかに、皆様の方からございませんでしょうか。

今の表示問題について、事務局から何かお考えとか情報とかがありますか。

○枝元食品産業企画課長 御指摘のとおり、大企業を中心として、いわゆる環境報告書が

非常に広まってきたと認識しておりますし、企業の社会的責任という観点からも、私ども

も、そういう取り組みを推進すべきだということで団体等にも話をしております。表示に

つきましては、各種の義務的な表示というのが、現在、多々ございます。今申されました

、 、 、ような認証的なものは 義務化することかどうか それぞれに応じてだろうと思いますが

御意見を賜りましたので、フォローアップチームでフォローしてまいりたいと思います。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

今後こういう問題をどうしていくのかということについて、皆さんからございませんで

しょうか。

どうぞ。

○岩崎委員 先ほどの表示の問題とも関連すると思うんですが、個別の私企業に義務とし

てお願いする、これだけではなかなか進んでいかないんじゃないかと思うんです。カバレ

ッジというんですか、参加されている業界が少ないということは、メリットが少ないとい

うんですか、コストに耐え切れないという皆さんも多いと思うんです。そこで、対価とい

うとおかしいですが、努力された方はそれなりの御褒美がもらえるといった形で、自然に

インセンティブがつくということで、プラスのメリット表示というんですか、そういった

ことは積極的に組み込んでいただければいいんじゃないかな。そういったことが、世の中

が自然とそういう方向に流れるという意味では一番いいやり方ではないかなと思う次第で

ございます。

それと、これに参加されている、既に策定されている業界を見ますと、末端消費に近い
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というんですか、直接消費者の目に届くような商品をおつくりになっている皆さんが多い

ということでございますので、ビールとか清酒といった皆さんも、そういう意味ではもう

一工夫されるんじゃないかなと思います。そうなれば新しい投資をされるわけですから、

税法的に損金参入されて何かメリットが出るような仕組みだとか、いろいろな工夫をされ

て、後押しするという方向でリードしていただきたいと思うんですが。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

ほかに。

秋谷委員お願いします。

○秋谷委員 実際にいろいろやっていますと、例えばエネルギーですと、ガス会社だと

か、電力会社だとか、石油会社だとか、エネルギーを供給するサイドと技術開発みたいな

ものを同時にやっていかないと、現実問題として進められないという問題もあるし、効率

からいっても、食品業界がどうすればいいということではないという視点でフォローアッ

プの方もお願いしたいと思います。

○上原分科会長 どうぞ、ほかに御意見等がありましたらお願いしたいんですが。

今のインセンティブの問題と、深い技術まで考えていく必要があるという問題、これら

について情報等がありましたらお願いしたいと思います。

○枝元食品産業企画課長 表示につきまして、例えば森林認証につきましては国際的な枠

組みとして、現在、林野庁を中心に対応しておりますが、ＣＯ2 につきましては、正直な

ところ、そういう動きについては承知しておりません。あと、食品リサイクルにつきまし

ては関係団体で認証のシステム、一生懸命やった人に対して認証することができないかと

いうことを検討していると聞いておりますし、私どももそこは応援をしているところでご

ざいます。

いずれにしても、認証というものが消費者の方々によく認識されることも非常に重要で

ございますし、また、先ほど岩崎委員からもございましたように、表示といいますか、や

ることによるコストも含めた企業としてのメリット、デメリット、いろいろあろうかと思

います。ただ、インセンティブ的な話というのはいろいろな面で聞くところでございまし

て、国が直接お世話をしてということがいいのか、業界自らやっていくのがいいのかとい

、 、 、 、う点も含めて 環境問題も容器包装ですとか 食品リサイクルですとか ＣＯ2 ですとか

各種分野がございますが、また議論をしていきたいと思っているところでございます。

技術の関係でございますが、正直、私どものフォローアップチームは食品産業という観
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点で検討いただいておりました。ただ、各業界に対する各省の取組もばらばらでございま

して、経産省はもともと、鉄鋼ですとか、非常に大きい産業をお持ちですので、毎年度フ

ォローアップをしておりますが、国土交通省の住宅関係は今年度初めてフォローアップを

するやに聞いております。環境省も、総合的な調整という立場であり、産業界所管の立場

から取組を行っているということではありません。ただ、京都議定書の目標年限、2008年

から12年ということでございますが、そういうことも含めて今のままでいいのかというこ

とについては関係各省とも今、議論をしているところでございます。お互いのフォローア

ップの意見交換等も含めて、秋谷委員から御指摘のあったようなことも話題にしてまいり

たいと思っております。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

ほかに御質問、御意見等ございませんでしょうか。

特段なければ、この辺で終わりを目指したいと思いますが、事務局からこれからの予定

等がありましたらお願いしたいと思います。

○今井流通課長 今後の総合食料分科会のスケジュールでございますが、本日御審議いた

だきましたことにより、再編措置の内容が未定の中央卸売市場は５つとなります。これら

の市場につきましては、本年度末までに再編措置の内容を決定していただくことになりま

、 。すので 国としても検討を促進していただくように引き続き努めてまいりたいと思います

市場の再編措置の内容が決定した場合には、本分科会にてその内容をお諮りしたいと存じ

ますので、よろしくお願い申し上げます。

また、食品流通構造改善促進法に基づきます「食品の流通部門の構造改善を図るための

基本方針」につきまして、５年に１度の見直しの時期がきております。18年度中にその策

定に向けて検討するということで、事務局の方で今、検討作業を進めているところでござ

います。年度内に本分科会に諮らせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。

それから、それ以外の総合食料局関係のいろいろな施策がございます。進捗状況に応じ

まして皆様方の御意見を賜る機会を適宜設けてまいる所存でございますので、今後ともよ

ろしくお願い申し上げます。以上でございます。

○上原分科会長 どうもありがとうございました。

それでは、第15回の総合食料分科会をこれで閉会したいと思います。どうもありがとう

ございました。
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